
◇企業業績
企業の経常利益は過去最⾼

（2012年度 48.5兆円 → 2013年度 59.6兆円 → 2014年度 64.6兆円）
→ 2015年度 68.2兆円
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◇雇⽤
• 第⼆次安倍内閣発⾜後で就業者数は110万⼈近く増加（2012年／

2015年）
• 正規雇⽤は８年ぶりにプラスに転じ、対前年⽐26万⼈増加

（2015年）
• 有効求⼈倍率は1.41倍（2016年11⽉）
→統計開始以来、史上初めて全都道府県で1.0倍超(2016年6⽉〜)
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◇賃⾦
今世紀に⼊って最も⾼い⽔準の賃上げが3年連続実現

（連合集計 2014年:2.07％ →2015年:2.20％（17年ぶりの⾼⽔準）
→2016年第7回（最終）:2.00％

◇賃⾦
今世紀に⼊って最も⾼い⽔準の賃上げが3年連続実現

（連合集計 2014年:2.07％ →2015年:2.20％（17年ぶりの⾼⽔準）
→2016年第7回（最終）:2.00％

⽣産性⾰命を実現する規制・制度改⾰

多⾯的アプローチによる⼈材の育成・確保等

回り始めた経済の好循環

◇成⻑志向の法⼈税改⾰ (2016年度から20%台に引下げ)
2014年度 34.62％ → 2015年度 32.11％
→ 2016年度 29.97％ → 2018年度 29.74％
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◇60年ぶりの農業改⾰（⼤幅な構造改⾰・規制緩和）
・農業協同組合・農業委員会・農業⽣産法⼈の⼀体的な⾒直

しにより、農業者や地域農協が主役に
- JA全中の監査・指導権を廃⽌。地域農協は⾃⽴化
- 全農の⾃⼰改⾰を定期的にフォローアップ
- 農業委員の選出を市町村⻑による選任制に
- 農地を所有できる法⼈（農業⽣産法⼈）の要件緩和

・40年以上続いた⽶の⽣産調整を⾒直し
・農地中間管理機構の創設・機能強化

◇⽜乳・乳製品の流通改⾰
・補給⾦制度を抜本的に⾒直し⽣産者の⾃由な経営を可能に
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◇再⽣医療の実⽤化促進
・実⽤化までの期間を短縮
⇒再⽣医療分野への投資、海外からも参⼊

◇患者申出療養の創設
・患者の申出で先進的な医療が迅速に受けられるように

◇地域医療連携推進法⼈制度の創設
・複数の医療法⼈等を統括した⼀体的な経営が可能に
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◇「⽇本版スチュワードシップ・コード」
210機関投資家（⽣命保険会社、投資信託会社等）が受⼊れ
投資先の経営監視を強化

◇「コーポレートガバナンス・コード」
2015年6⽉より2,000社超の上場企業に適⽤

◇ 社外取締役を選任する上場企業が増加 東証⼀部：2013年
62％ → 2016年 99％

（⼆⼈以上の社外取締役を選任する企業数 2014年 21.5%
⇒ 2016年 77.9% ）

◇「⽇本版スチュワードシップ・コード」
210機関投資家（⽣命保険会社、投資信託会社等）が受⼊れ
投資先の経営監視を強化

◇「コーポレートガバナンス・コード」
2015年6⽉より2,000社超の上場企業に適⽤

◇ 社外取締役を選任する上場企業が増加 東証⼀部：2013年
62％ → 2016年 99％

（⼆⼈以上の社外取締役を選任する企業数 2014年 21.5%
⇒ 2016年 77.9% ）

・研究者が⼤学や研究機関など複数の機関に所属するクロスアポ
イントメント制度（既に42国⽴⼤学が導⼊（2016年時点）

・特定研究開発法⼈制度を開始し、３法⼈を指定
・2014年度に運営費交付⾦の戦略的・重点的配分を拡⼤、年俸
制を本格導⼊（国⽴⼤学法⼈等の年俸制適⽤者が約12400⼈、
⼀万⼈規模との当初⽬標を達成）（2016年時点）
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・対⽇直接投資
対内直接投資残⾼ 2012年末 約19兆円 → 2015年末約24兆円

・インフラシステム輸出
受注額 2010年 約10兆円→2014年 約19兆円
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イノベーション・ベンチャー創出⼒の強化

◇⼥性
・⼥性の就業者数は100万⼈増加 (2012年／2015年）
・⼥性活躍推進法に基づき、17,895社が⼥性の登⽤等に関する

数値⽬標を含めた⾏動計画を作成、公表（2016年12⽉）
◇外国⼈
「⾼度⼈材ポイント制」認定外国⼈を2012年5⽉から2016年10⽉
までに、6,298⼈認定
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・⾃動⾛⾏：公道実証を開始
神奈川県藤沢市（2016年３⽉）や秋⽥県仙北市（2016年11⽉）

・ドローン：世界初「⾃律⾶⾏・⻑距離」の荷物配送実証開始
福島県南相⾺市（2017年1⽉）
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イノベーションの創出・
チャレンジ精神にあふれる⼈材の創出

・医療機器開発の迅速化、企業による農地取得促進、⺠泊導⼊等、
国家戦略特区において先進的な改⾰事項を実施

・公共施設等の運営に⺠間の経営原理の本格的に活⽤する
「コンセッション⽅式」の開始(関⻄国際空港・⼤阪国際空港(2016
年4⽉)、仙台空港(2016 年7⽉)、愛知県道路公社(2016年10⽉))
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海外の成⻑市場の取り込み

第４次産業⾰命の実現

◇60年ぶりの抜本的な電⼒・ガスシステム改⾰
・「電⼒広域的運営推進機関」「電⼒取引等監視委員会」

の設⽴
・電⼒⼩売市場全⾯⾃由化（2016年4⽉）、送配電部⾨の法

的分離（2020年4⽉）、電⼒⼩売価格の規制撤廃（2020
年4⽉以降）

・ガス⼩売市場全⾯⾃由化（2017年⽬途）、ガス⼤⼿3社の
導管部⾨の法的分離（2022年4⽉）
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の設⽴
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導管部⾨の法的分離（2022年4⽉）

・農林⽔産物・⾷品の輸出額は過去最⾼
2012年 4,497億→ 2015年 7,451億円（過去最⾼）

・訪⽇外国⼈旅⾏者数は過去最⾼
2012年 836万⼈→ 2013年 1,036万⼈→ 2014年 1,341万⼈
→ 2015年 1,974万⼈→ 2016年 2,404万⼈(21.8%増)

・訪⽇外国⼈による旅⾏消費額は過去最⾼
2012年 1兆846億円→ 2013年 1兆4,167億円→ 2014年 2兆

278億円→ 2015年 3兆 4,771億円→ 2016年 3兆7,476億円
(7.8%増)

・ASEAN諸国を中⼼に16ケ国でビザ発給要件を緩和
・クルーズ船の寄港回数は過去最⾼

2013年 1,001回→ 2014年 1,204回 → 2015年 1,454回
→ 2016年 2,018回(38.8％増)

・⽻⽥空港の国際線 3万回増枠（6万回→9万回）
・全国の免税店 約3万9千店に増加（2016年10⽉1⽇時点）

新たな有望市場の創出・ローカルアベノミクスの深化等

攻めの農林⽔産業/観光⽴国の実現/中⼩企業の⾰新

企業の「稼ぐ⼒」改⾰

岩盤規制・制度改⾰

◇労働市場改⾰
・⼥性の活躍促進に向けた法的枠組みの構築

（国・地⽅公共団体、⺠間事業者（労働者300⼈以下は努
⼒義務）に⾏動計画（数値⽬標等）の策定を義務付け）

◇労働市場改⾰
・⼥性の活躍促進に向けた法的枠組みの構築

（国・地⽅公共団体、⺠間事業者（労働者300⼈以下は努
⼒義務）に⾏動計画（数値⽬標等）の策定を義務付け）

PPP/PFIの活⽤拡⼤、国家戦略特区

◇設備投資
設備投資は、リーマンショック前の⽔準を回復。
71.8兆円（2012年度） ⇒ 81.2兆円（2015年度）
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